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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近5連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため、記載をしておりません。 

３ 第44期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計

基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年9

月25日 企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

       ４  第47期から従業員数に契約社員を含めております。 

第一部 【企業情報】

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成14年8月 平成15年8月 平成16年8月 平成17年8月 平成18年8月

売上高 (百万円) 118,719 120,363 119,170 125,417 132,304

経常利益 (百万円) 14,498 13,945 10,770 12,671 12,703

当期純利益 (百万円) 7,907 7,823 6,131 7,083 9,020

純資産額 (百万円) 124,343 130,638 136,003 142,296 150,708

総資産額 (百万円) 160,071 163,373 160,987 172,121 182,306

1株当たり純資産額 (円) 2,419.92 2,543.07 2,647.76 2,770.60 2,934.69

1株当たり当期純利益 (円) 153.89 152.28 119.37 137.91 175.63

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.7 80.0 84.5 82.7 82.7

自己資本利益率 (％) 6.6 6.1 4.6 5.1 6.2

株価収益率 (倍) 13.3 13.7 22.2 20.30 18.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 16,002 5,556 △2,262 10,834 11,413

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 23,643 3,987 △23,680 △14,843 3,465

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △744 △762 △745 △750 △884

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 66,210 74,899 48,179 43,627 58,481

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
692

(2,437)

633

(3,014)

745

(3,000)

851

(2,986 )

1,437

(2,271)



(2) 提出会社の最近5事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式がないため、記載をしておりません。 
３ 第44期から「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年9月25日 企業会計
基準第2号）及び「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年9
月25日 企業会計基準適用指針第4号）を適用しております。 

    ４  第47期から従業員数に契約社員を含めております。 

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成14年8月 平成15年8月 平成16年8月 平成17年8月 平成18年8月

売上高 (百万円) 106,431 102,126 93,314 88,114 83,824

経常利益 (百万円) 13,492 13,229 10,278 12,048 12,254

当期純利益 (百万円) 7,330 7,420 5,856 6,736 8,835

資本金 (百万円) 16,533 16,533 16,533 16,533 16,533

発行済株式総数 (株) 51,389,104 51,389,104 51,389,104 51,389,104 51,389,104

純資産額 (百万円) 123,764 129,656 134,746 140,692 148,918

総資産額 (百万円) 158,034 159,749 155,979 162,718 172,152

1株当たり純資産額 (円) 2,408.67 2,523.16 2,623.29 2,739.36 2,899.84

1株当たり配当額 
(内、1株当たり 
中間配当額)

(円) 
(円)

14.30
(7.15)

14.30
(7.15)

14.30
(7.15)

16.00
(7.15)

16.00
(8.00)

1株当たり当期純利益 (円) 142.64 144.43 114.01 131.15 172.03

潜在株式調整後 
1株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.3 81.2 86.4 86.5 86.5

自己資本利益率 (％) 6.1 5.9 4.4 4.9 6.1

株価収益率 (倍) 14.3 14.5 23.2 21.3 19.2

配当性向 (％) 10.0 9.9 12.5 12.2 9.3

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
645

(2,098)
501

(2,428)
431

(2,392)
348

(2,089)
677

(1,617)



２ 【沿革】 

当社は、昭和44年11月15日株式会社家具の島忠(昭和54年5月株式会社島忠に商号変更)として設立いた

しましたが、株式の額面金額を500円から50円に変更するため、昭和22年3月8日設立の株式会社光文社(昭

和53年11月株式会社島忠に商号変更)を形式上の存続会社として、昭和54年5月1日(合併期日)に吸収合併

を行ったものであります。 

従いまして、以下の記載につきましては、実質上の存続会社である株式会社島忠(被合併会社)に関する

事項について記載しております。 

  

 
  

昭和44年11月 有限会社島忠箪笥店から株式会社に組織変更し、株式会社家具の島忠の商号をもっ

て埼玉県春日部市に設立(資本金500万円)

春日部店、浦和店、川口芝店、蕨店及び末広店の5店舗を有限会社より継承

昭和45年 5月 埼玉県浦和市上木崎1丁目2番地23号に本部を移転

昭和46年11月 東京都東久留米市に小平店を開店、店舗数10店となる

昭和49年 7月 埼玉県大宮市土手町1丁目2番地埼共連ビルに本部を移転

昭和50年 7月 埼玉県草加市に草加西店(現草加店)を開店、店舗数20店となる

昭和53年 4月 住宅関連産業の一環として、ホームセンター業界へ進出、その第1号店として埼玉県

川口市にエッサンの呼称をもってエッサン川口店を開店、これにより日曜大工用

品、日用家庭雑貨、スポーツ・レジャー・園芸などの趣味用品の販売を開始

     5月 東京都練馬区に谷原店を開店、店舗数30店となる

昭和54年 5月 株式券面額を変更(一株の券面額 500円を50円に)するため、株式会社島忠に吸収合

併し商号を株式会社島忠に変更

    11月 東京店頭市場に株式を公開

昭和56年 5月 東京都西多摩郡瑞穂町に家具とHC(ホームセンター)の複合店瑞穂店を開店、店舗数

40店となる

昭和57年 2月 東京証券取引所市場第二部に上場

昭和62年 7月 埼玉県大宮市に本部機構を含めた大宮本店を開店

     8月 埼玉県大宮市三橋5丁目1,555番地に本部を移転

平成 3年 2月 東京証券取引所市場第一部に指定替

平成 6年 8月 埼玉県春日部市に春日部本店(複合)を開店

平成 7年12月 埼玉県和光市に和光店(複合)を開店

平成 9年 4月 神奈川県茅ヶ崎市に茅ヶ崎店(複合)を開店

平成10年 7月 埼玉県川口市に川口朝日店(複合)を開店

平成11年 5月 東京都足立区に大谷田店(複合)を開店

平成12年 3月 創業者の出資会社で、当社の大株主の有限会社埼島興業が所有する株式を間接保有

から直接保有にする形で、企業体質の強化と企業情報の積極的な開示を図るため同

社を合併

     3月 東京都中野区に、家具とHC(ホームセンター)を融合させたスタイルの店、中野店(複

合)を開店

平成12年 9月 関西地方における出店を行なうため、株式会社関西島忠(現連結子会社)を設立(当社

出資比率100％)(平成18年8月末現在店舗数5店舗)

平成14年 9月 関東地方における大型店の出店を行なうため、株式会社島忠ホームズ(現連結子会

社)を設立(当社出資比率100％)(平成18年8月末現在店舗数4店舗)

平成17年 3月 関東地方における中型店の出店を行なうため、株式会社関東島忠(現連結子会社)を

設立(当社出資比率100％)(平成18年8月末現在店舗数2店舗)



３ 【事業の内容】 

当グループは、当社(株式会社 島忠)、子会社(株式会社 関西島忠、株式会社 島忠ホームズ、株式

会社 関東島忠)3社で構成されております。 

当グループは、家具及びホームセンター用品の販売を事業として展開しております。 

  

事業系統図は、次のとおりであります。 

  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) 下記の連結子会社の2社については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合

が10％を超えております。 

主要な損益情報等   株式会社関西島忠         株式会社島忠ホ－ムズ 

             (1) 売上高   19,941百万円  (1) 売上高       25,841百万円 

              (2) 経常利益   △250百万円  (2) 経常利益      908百万円 

              (3) 当期純利益   △142百万円   (3) 当期純利益    546百万円 

              (4) 純資産額    1,808百万円   (4) 純資産額     592百万円 

              (5) 総資産額   5,492百万円   (5) 総資産額     5,643百万円     

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  平成18年8月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員(嘱託社員・パ－トタイマ－・アルバイト等)の最近1年間の平均(1

日当り8時間換算)を(外書)で記載しております。 

 ２ 従業員が前連結会計年度末に比べ、586名増加しておりますが、契約社員を当連結会計年度は従業員に含め

ております。(当連結会計年度契約社員352名、前連結会計年度契約社員566名) 

 ３ 臨時従業員が前連結会計年度末に比べ、715名減少しておりますが、契約社員を当連結会計年度は除いてお

ります。 

(2) 提出会社の状況 

   平成18年8月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数(嘱託社員・パートタイマー・アルバイト等)の最近 1年間の平

均人員(1日当り8時間換算)を(外書)で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員が前会計年度末に比べ、329名増加しておりますが、契約社員を当会計年度は従業員に含めておりま

す。(当会計年度契約社員318名、前会計年度373名) 

４ 臨時従業員が前会計年度末に比べ、472名減少しておりますが、契約社員を当会計年度は除いております。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合の概要は下記のとおりであります。 

① 名称    ＵＩゼンセン同盟島忠労働組合 

② 上部団体名 ゼンセン同盟流通部会 

③ 結成年月日 平成6年7月27日 

④ 組合員数     787名 

⑤ 労使関係  良好に推移しており、特記すべき事項はありません。 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 
株式会社関西島忠

兵庫県尼崎市 100 
家具・ホームセ
ンター用品の小
売業

100.0 ―
当社所有の建物を貸借しており、
また、当社より資金援助を受けて
いる。役員の兼任1名

(連結子会社) 
株式会社島忠ホームズ

神奈川県横須賀
市

100 
家具・ホームセ
ンター用品の小
売業

100.0 ―
当社所有の建物を貸借しており、
また、当社より資金援助を受けて
いる。役員の兼任1名

(連結子会社) 
株式会社関東島忠

埼玉県川越市 100
家具・ホームセ
ンター用品の小
売業

100.0 ―
当社所有の建物を貸借しており、
また、当社より資金援助を受けて
いる。役員の兼任3名

事業の種類別セグメントの名称等 従業員数(名)

家具及びホームセンター用品の販売
1,437

(  2,271)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

677 
 (1,617 )

33.5 6.0 4,547



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の設備投資の堅調さを背景に引続き景気回復の継続局面

にありました。小売業におきましては、天候不順による影響・不安定な株価動向によるものや先行き不

安などから消費意欲の減退等による、個人消費の伸びは鈍化いたしました。業種・業態を超えた企業間

競争や価格競争は一層激化しており、当社を取巻く環境は依然として厳しい状況が継続しております。

このような情勢のもと、当グループでは「お客様第一に」考えた品揃え・価格設定などを継続的に行う

と同時に業績向上と競争力の強化を図り、組織の改善を進めてまいりました。 

当連結会計年度の概況につきましては、既存店の営業力を強化するため、個々の店舗環境にあった品揃

えとサービスの提供が迅速にできるよう、役割と責任を明確化するとともに、社員教育の強化と人材育

成に力を注いでまいりました。 

商品別売上状況につきましてはお客様の生活シーンに合わせた適切な提案を行なえるような商品を選定

し、その価値を充分感じていただけるよう又、各地域のお客様のニーズにあった品揃えを進めてまいり

ました。その中ではその他の家具が前年を1.6%減少したもののそのほかの商品群は新店開店による販売

量の増加もありすべて前年の販売実績を上回ることができました。 

既存店の売上状況は商品の積極的な改廃を進めるとともに、企画を重視した販促活動を推し進めること

により、提案型チラシにより単品販売だけでなく品揃え及び下期は価格訴求も図り、計画2.8％減のと

ころ3.0%減に終わりました。内訳として客単価は0.1%の減にとどまり、客数が、2.8%減と言う、中間

(客数0.8%減、客単価4.5%減)から比較すると多少改善された結果となりました。なお、出店規模の見直

しに伴う土地の売買で(神奈川県川崎市)売却益があり、特別利益に計上しております。 

店舗の状況につきましては、当連結会計年度中新規開店及び閉店は以下のとおりであります。子会社

「関西島忠」における平成18年3月にホームズ堺浜店(大阪府堺市)、平成18年7月にホームズ泉佐野店

(大阪府泉佐野市)、「関東島忠」における平成18年4月にオリナスモールに錦糸町店(東京都墨田区)を

開店いたしました。また、「島忠」において平成17年10月に桶川店(埼玉県桶川市)、平成18年8月に千

葉店(千葉県千葉市)、同じく8月に蒲田店(東京都大田区)を閉店いたしました。 

これらの結果、売上高は1,323億4百万円(前年同期比5.5%増)、営業利益は103億8千7百万円(前年同期比

5.4%減)、経常利益は127億3百万円(前年同期比0.3%増)、当期純利益は90億2千万円(前年同期比27.3%

増)となりました。 

また、当連結会計年度における設備投資金額は63億5千1百万円(前年同期比63.5%減)となりました。 
              



(2) キャッシュ・フロ－の状況 

当連結会計年度における、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動におけるキャッシュ・フロー) 

 営業活動から得られた資金は114億1千3百万円(前年同期は、108億3千4百万円の獲得)となりました。

これは固定資産売却益28億7千9百万円、法人税等の支払額48億6千万円等により一部相殺されたもの

の、税金等調整前当期純利益が154億2千4百万円、減価償却費25億2千6百万円となったことによるもの

であります。 

  

(投資活動におけるキャッシュ・フロー) 

 投資活動から得られた資金は34億6千5百万円(前年同期は、148億4千3百万円の使用)となりました。

これは主に有価証券の取得による支出84億4千5百万円と有形固定資産取得による支出48億8千5百万円が

あったものの、有形固定資産売却による収入71億7千9百万円、有価証券の売却又は償還による収入96億

6千8百万円があったことによるものであります。 

  

 (財務活動におけるキャッシュ・フロー) 

  財務活動に使用した資金は、8億8千4百万円(前年同期は、7億5千万円の使用)となりました。これは

主に配当金の支払によるものであります。 

  

これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度末より148億5千3百万円増加し、584

億8千1百万円(前年同期比34.0%増)となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 地域別売上状況 
  

 
(注) １ 記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２ 店舗の形態別には、家具単独店が13店舗、ホームセンター単独店が6店舗、家具とホームセンターの複合店

が34店舗であります。 

  

(2) 商品別売上状況 
  

 
(注) 記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

地域別

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日) 前年

同期比 
(％)

備考

売上高 
(百万円)

構成比
(％)

期末店 
舗数 
(店)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

期末店
舗数 
(店)

関東 
地方

埼玉県 34,190 27.3 21 32,587 24.6 20 95.3

東京都 37,772 30.1 13 37,530 28.4 13 99.4

千葉県 4,215 3.4 5 6,521 4.9 4 154.7

神奈川県 33,663 26.8 9 34,436 26.0 9 102.3

その他 1,292 1.0 2 1,284 1.0 2 99.4

計 111,134 88.6 50 112,362 84.9 48 101.1

関西地方 14,282 11.4 3 19,941 15.1 5 139.6

合計 125,417 100.0 53 132,304 100.0 53 105.5

商品別

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日) 前年同期比 

(％)
売上高 
(百万円)

構成比
(％)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

収納家具 6,673 5.3 7,001 5.3 104.9

リビング家具 7,702 6.1 7,976 6.0 103.6

ダイニング家具 8,190 6.5 8,448 6.4 103.1

ベッド 7,034 5.6 7,049 5.4 100.2

その他の家具 4,472 3.6 4,402 3.3 98.4

DIY用品 28,325 22.6 29,930 22.6 105.7

家庭用品 27,814 22.2 30,460 23.0 109.5

インテリア用品 16,962 13.5 17,188 13.0 101.3

レジャー用品 18,240 14.6 19,846 15.0 108.8

合計 125,417 100.0 132,304 100.0 105.5



(3) 単位当りの売上状況 
  

 
(注) １ 記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 1㎡当り売上高は、期首、期末現在の平均売場面積(旧「大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に

関する法律」に基づく面積)で計算しております。 

３ 従業員数は、臨時従業員数(8時間換算)を含めた期首、期末現在の人員より算出した期中平均在籍人員数に

よっております。 

  

(4) 商品別仕入状況 

  

 
(注) 記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

売上高(百万円) 125,417 132,304

1㎡当り売上高
売場面積平均(㎡) 347,944 411,754

1㎡当り期間売上高 
(千円)

360 321

1人当り売上高
従業員数平均(人) 3,791 3,772

1人当り期間売上高 
(千円)

33,082 35,075

商品別

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日) 前年同期比 

(％)
仕入高 
(百万円)

構成比(％)
仕入高
(百万円)

構成比(％)

収納家具 3,990 4.6 4,110 4.6 103.0

リビング家具 4,499 5.1 4,429 4.9 98.4

ダイニング家具 4,657 5.3 4,680 5.2 100.5

ベッド 3,957 4.5 3,823 4.2 96.6

その他の家具 2,815 3.2 2,560 2.8 91.0

DIY用品 20,489 23.3 20,851 23.2 101.8

家庭用品 22,406 25.5 23,871 26.5 106.5

インテリア用品 11,361 12.9 10,986 12.2 96.7

レジャー用品 13,688 15.6 14,758 16.4 107.8

合計 87,867 100.0 90,071 100.0 102.5



３ 【対処すべき課題】 

年金、税金問題など国民の負担増を要因とする先行き不安から個人消費の冷え込みが続いておりま

す。企業間、店舗間の生存競争が厳しさを増す中、いかにしてお客様に必要とされるサービスを提供で

きるかを追及しております。その中で「お客様の声」・「売場効率」から大型店舗の見直しを図り、強

化、優秀他社をテナントとして受け入れ、相乗効果にてお互いに住生活全般のサービス向上を推し進め

て、お客様のニーズにあった商品企画を強化していく所存であります。 

さらに、新規出店に伴う今後の業容拡大にとって不可欠な人材育成・確保にも当グループ一丸となって

中長期的な視野で取り組んでまいります。  

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当グループの経営成績

及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあり、投資家の判断に重要

な影響を及ぼす可能性がある事項と考えております。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年8月31日)現在において当グループが

判断したものであります。 

  

(出店に関するリスク) 

 出店に関する規制については平成12年6月より「大規模小売店舗立地法」が施行されております。

売場面積が1,000㎡を超える出店について、地域の交通、騒音、廃棄物等の環境対策に重点を置いた

規制が行われております。 

今後、「住」関連商品において何でも揃う地域一番店を出店して行く上で、法的規制による地域住民

や自治体との調整のため、出店に要する時間の長期化や出店コストの増加等の影響を受ける可能性が

あります。 

また、経済情勢の変化等により適切な店舗用地の確保に時間を要する場合や、競合他社の出店による

競争激化等の要因によっては当グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(個人情報に関するリスクについて) 

 当グループでは掛け売上や仕入等に関する営業上のデータを保有し、コンピュータによりデータを

管理しております。 

顧客や取引先にかかわる個人情報の取扱いについては「個人情報取扱規程」を設け、情報の保管・利

用については細心の注意を払い、徹底した管理を行っております。しかしながら、犯罪行為やコンピ

ュータシステムの障害等により情報漏洩・流出の起こる可能性があり、そのような事態が発生した場

合には当グループの社会的信用を失うとともに、営業収益の減少、情報流出に起因する被害に対する

損害賠償の発生など、当グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(災害等のリスクについて) 

 当グループの運営する店舗は火災保険に加入しており、建物、什器等の損失が補償されております

が、地震保険については、当グループの店舗が大型化してきた為、建物等の時価総額と補償内容が大

きく乖離していることから加入しておりません。したがって、地震による建物の倒壊、火災等が発生

した場合には、当グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。   

  

 (固定資産の減損について) 

 当グループが保有する固定資産を使用している店舗の営業損益に悪化が見られ、短期的にその状況



の回復が見込まれない場合、もしくは土地等の時価が著しく下落した場合において、当該固定資産

について減損会計を適用し、経営成績及び財務状況に影響を与える可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年8月31日)現在において当グループが判断した

ものであります。 

  

財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は849億3百万円となり、前連結会計年度末と比べ132億5千

1百万円の増加となりました。主な要因は、在庫の見直しによるたな卸資産が2億8千6百万円減少しまし

たが、余資の運用を目的とした短期投資が136億6千7百万円増加したことによるものです。   

  

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は974億3百万円となり、前連結会計年度末と比べ30億6千6

百万円の減少となりました。主な要因は、建物及び構築物1億9千4百万円の増加、建設仮勘定20億3千8

百万円増加したものの、土地が売却により48億9千1百万円減少、長期貸付金4億3千5百万円減少、閉店

店舗の保証金の返還による、長期差入保証金3億1千3百万円減少によるものです。   

  

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は311億2千万円となり、前連結会計年度末と比べ16億6千6

百万円増加となりました。主なものは未払金が10億9千7百万円増加したことによるものです。  

  

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は4億7千8百万円となり、前連結会計年度末と比べ1億7百

万円増加となりました。主なものは退職給付引当金が6千5百万円減少したものの、長期預り金が1億6千

4百万円増加したことによるものです。 

  



（純資産） 

当連結会計年度末における純資産合計は1,507億8百万円となり、前連結会計年度末資本合計と 

比べ84億1千1百万円増加となりました。これは主に当期純利益が90億2千万円となったことによるもの

です。 

  

キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における、各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動におけるキャッシュ・フロ－） 

営業活動から得られた資金は114億1千3百万円(前年同期は、108億3千4百万円の獲得)となりました。

これは固定資産売却益28億7千9百万円、法人税等の支払額48億6千万円等により一部相殺されたもの

の、税金等調整前当期純利益が154億2千4百万円、減価償却費25億2千6百万円となったことによるもの

であります。  

  

（投資活動におけるキャッシュ・フロ－） 

投資活動から得られた資金は34億6千5百万円(前年同期は、148億4千3百万円の使用)となりました。

これは主に有価証券取得による支出84億4千5百万円と有形固定資産取得による支出48億8千5百万円があ

ったものの、有形固定資産売却による収入71億7千9百万円、有価証券の売却又は償還による収入96億6

千8百万円があったことによるものであります。 

  

（財務活動におけるキャッシュ・フロ－） 

財務活動に使用した資金は、8億8千4百万円(前年同期は、7億5千万円の使用)となりました。これは

主に配当金の支払によるものです。 

その結果、現金及び現金同等物の期末残高は584億8千1百万円となりました。  

  

なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

 
各指標は、次の基準で算出しております。 

自己資本比率          自己資本 ／ 総資産 

時価ベースの自己資本比率    株式時価総額 ／ 総資産 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しております。 

  

平成14年8月期 平成15年8月期 平成16年8月期 平成17年8月期 平成18年8月期

自己資本比率 77.7％ 80.0％ 84.5％ 82.7％   82.7％

時価ベースの 
自己資本比率

65.5％ 65.7％ 84.4％ 83.5％   93.2％



経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は、1,323億4百万円(前年同期比5.5％増)、販売費及び一般管理費

は316億2千万円(前年同期比7.1％増)、営業利益は103億8千7百万円(前年同期比5.4％減)、経常利益

は127億3百万円(前年同期比0.3%増)、当期純利益は90億2千万円(前年同期比27.3%増)となりました。

 売上状況につきましては、商品の改廃を積極的に進めるとともに、企画を重視した提案型チラシに

より単品販売だけでなく品揃え及び下期において価格訴求も図りましたが、既存店において、上期の

落込み分を下期のチラシ企画や商品政策により改善がみられ少し取戻すことができました。しかしな

がら計画値までに及びませんでしたが、新規出店による販売量の増加により前年の販売実績を上回る

ことができました。 

また、販売費及び一般管理費が増加いたしましたが、その主な要因は新規出店にかかる経費の増加で

あります。営業外損益のうち、営業外収益につきましては外貨建ての有価証券による為替差益が発生

しております。特別利益は出店規模の見直しに伴う土地の売買で売却益が発生しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資の総額は、63億5千1百万円であり、その主なものは、新規出店に伴う店舗建

築費等が45億8千7百万円、新規出店に伴う土地の取得で3億6千1百万円であり、すべて自己資金でまかな

いました。   

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、車両運搬具、器具備品であり建設仮勘定は含んでおりませ

ん。なお、金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 土地面積の( )内は賃借面積であり外書きであります。 

３ 統括業務施設は、土地のうち7,432百万円は国内子会社 株式会社関西島忠へ、4,159百万円は国内子会社 

株式会社島忠ホームズへ、4,112百万円は国内子会社 株式会社関東島忠へまた、建物・構築物のうち9,293 

百万円は国内子会社 株式会社関西島忠へ、14,737百万円は国内子会社 株式会社島忠ホームズへ、1,993 百

万円は国内子会社 株式会社関東島忠へ賃貸しております。 

４ リース契約による主な賃借設備は次のとおりであり、消費税等は含んでおりません。 

 
  

(2) 国内子会社 

  

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他の有形固定資産」は、車両運搬具、器具備品であり建設仮勘定は含んでおりませ

ん。なお、金額には消費税等は含んでおりません。 

２ 土地面積の( )内は賃借面積であり外書きであります。 

  

地域別店舗数 セグメントの名称
設備の 
内容

帳簿価額(百万円)

従業
員数 
(名)

土地
建物・
構築物

その他の
有形固定 
資産

長期差入 
保証金

合計

金額 面積(㎡)

営業店舗21店舗(埼玉県)
家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗 3,192
27,387

(140,644)
1,044 52 2,849 7,139 234

営業店舗12店舗(東京都)
家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗 7,990
16,411
(45,784)

1,141 22 4,747 13,901 210

営業店舗4店舗(千葉県)
家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗 935
4,815

(17,670)
233 3 803 1,976 24

営業店舗6店舗(神奈川県)
家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗 2,235
13,096
(33,709)

1,196 11 2,766 6,210 116

営業店舗2店舗(その他)
家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗 1,029
11,973
(686)

446 3 - 1,479 26

統括業務施設
家具及びホームセ
ンター用品の販売

本部 23,332
183,073
(156,364)

26,072 176 1,532 51,112 67

名称 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

日本電気コンピュータシステム 一式 5年間 34 113

会社名 地域別店舗数 事業部門等の名称
設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業 
員数 
(名)

土地
建物・ 
構築物

その他の 
有形固定資産

合計
金額 面積(㎡)

株式会社
関西島忠

営業店舗5店舗 
(関西地方)

家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗
―

94,552
(41,949)

177 55 232 392

株式会社
島忠ホー
ムズ

営業店舗4店舗 
(関東地方)

家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗
―

18,120
(109,357)

65 160 225 325

株式会社
関東島忠

営業店舗2店舗 
(関東地方)

家具及びホームセ
ンター用品の販売

店舗
―

-
(12,475)

15 19 35 43



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等はございません。 

  

会社名
事業所名 
（所在地）

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
店舗面積
（㎡）金額  

（百万円）
既支払額
（百万円）

提出会社
  (仮称) 
ホームズ神戸西店 
  (兵庫県)

店舗新設 2,300 1,701 自己資金
平成17年
11月

平成18年
11月

23,848

提出会社 川越店 店舗改装 2,100 _ 自己資金
平成18年
9月

平成19年 
4月

15,925



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 上記の増加は、合併によるものであります。 

１ 合併の相手先名  有限会社埼島興業 

２ 合併比率及び株式の発行 

(a) 有限会社埼島興業の出資1口(1口の金額10,000円)に対し、当社の普通株式(1株の額面金額50円)48.28株

を割り当てました。 

(b) 合併に際して額面普通株式1,255,280株(1株50円)を発行いたしました。 

(c) 合併により有限会社埼島興業から継承する当社の株式1,218,201株を合併と同時に消却いたしました。 

３ 資本金の増加 

合併により資本金が260百万円増加しますが、２(c)の株式の消却により同額減少しますので、合併前と変

更はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 178,781,799

計 178,781,799

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年8月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 51,389,104 51,389,104
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 51,389,104 51,389,104 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成12年3月1日
(注)1.2.3

37 51,389 ― 16,533 336 19,344



(4) 【所有者別状況】 
   平成18年8月31日現在 

 
(注) １ 自己株式 35,058株は、「個人その他」に350単元及び「単元未満株式の状況」に58株含めて記載しており

ます。 
２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が27単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 
    平成18年8月31日現在 

 
(注) 1 上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社       1,961千株 
  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     2,286千株 

  

２ 大株主は、平成18年8月31日現在の株主名簿に基づくものであります。 

 なお、平成18年10月3日付でドレスナー・クラインオート(ジャパン)リミテッド/ドレスナー・クラインオ

区分

株式の状況(1単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 61 31 232 276 1 4,748 5,349 ―

所有株式数 
(単元)

― 140,518 17,436 8,907 237,348 10 108,708 512,927 96,404

所有株式数 
の割合(％)

― 27.38 3.40 1.74 46.28 0.00 21.20 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1丁目8－11
3,410 6.64

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11－3
2,627 5.11

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ 351 ＢＯＳＴＯＮ ＭＡ
ＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ 02101 Ｕ．Ｓ．
Ａ． 
 

2,525 4.91

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505025（常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ 351 ＢＯＳＴＯＮ ＭＡ
ＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ 02101 Ｕ．Ｓ．
Ａ． 
 

1,593 3.10

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目9－1
1,497 2.91

島村 均 
 

埼玉県さいたま市 1,458 2.84

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目4－１ 1,342 2.61

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル
(常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店 )

133 ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ
ＯＮ ＥＣ4Ａ2ＢＢ，Ｕ．Ｋ 1,249 2.43

ドレスナー・クラインオート・
ワッサースタイン証券会社東京
支店業務部長ウイリアム・ヴァ
ン・オルスタイン

東 京 都 港 区 六 本 木 1 丁 目 6 － 1
泉ガーデンタワー 1,026 2.00

島村 忠 埼玉県さいたま市
1,016 1.98

計 ― 17,747 34.54



ート証券会社及びその共有保有者4社から大量保有報告書(変更報告書)が提出されておりますが、当社として当

期末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記株主の状況には含めておりません。な

お、大量保有報告書の内容は下表のとおりであります。 

  

 
  

３ 大株主は、平成18年8月31日現在の株主名簿に基づくものであります。 

 なお、平成18年9月1日付で野村證券株式会社及びその共有保有者5社から大量保有報告書(変更報告書)が

提出されておりますが、当社として当期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記株主の状

況には含めておりません。なお、大量保有報告書の内容は下表のとおりであります。 

  

 
  

４ 大株主は、平成18年8月31日現在の株主名簿に基づくものであります。 

 なお、平成18年7月14日付でゴールドマン・サックス証券株式会社及び共有保有者4社から大量保有報告書

(変更報告書)が提出されておりますが、当社として当期末時点における所有株式数の確認ができませんの

で、上記株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書(変更報告書)の内容は下表のとおりであ

ります。 

  

氏名又は名称 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(%)

ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン証券会
社

1,016 1.98

ドレスナー・クラインオート・ワッサースタイン・セキ
ュリティーズ・リミテッド・ロンドン

73 0.14

エージーエフ・アセット・マネジメント・パリ 23 0.05

ドレスナー・バンク・アーゲー 1,524 2.97

氏名又は名称 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(%)

野村證券株式会社 1,496 2.91

ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＰＬＣ 130 0.25

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL.,Inc. 745 1.45

野村アセットマネジメント株式会社 3,354 6.53

野村信託銀行株式会社 12 0.02

氏名又は名称 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(%)

Goldman Sachs(Japan)Ltd. 8 0.02

Goldman Sachs International 34 0.07

Goldman Sachs Asset Management,L.P. 2,252 4.38

Goldman Sachs &Co. 1 0.00

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式
会社

671 1.31



  

５ 大株主は、平成18年8月31日現在の株主名簿に基づくものであります。 

 なお、平成18年7月12日付でバークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及び共有保有

者10社から大量保有報告書(変更報告書)が提出されておりますが、当社として当期末時点における所有株式

数の確認ができませんので、上記株主の状況には含めておりません。なお、大量保有報告書(変更報告書)の

内容は下表のとおりであります。 

  

 
  

氏名又は名称 所有株式数(千株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(%)

バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株
式会社

17 0.03

バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社 510 0.99

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・エヌ・エ
イ

325 0.63

バークレイズ・グローバル・ファンド・アドバイザーズ 334 0.65

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・オースト
ラリア・リミテッド

4 0.01

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・リミテッ
ド

169 0.33

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 47 0.09

バークレイズ・キャピタル・セキュリティーズ・リミテ
ッド

65 0.13

バークレイズ・キャピタル・インク 8 0.02

バークレイズ・グローバル・インベスターズ・カナダ・
リミテッド

2 0.01



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成18年8月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,700株(議決権27個)が含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

   平成18年8月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 35,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

51,257,700
512,577 同上

単元未満株式
普通株式

96,404
― 同上

発行済株式総数 51,389,104 ― ―

総株主の議決権 ― 512,577 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社島忠

埼玉県さいたま市西区
三橋5―1555

35,000 － 35,000 0.07

計 ― 35,000 － 35,000 0.07



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条6項及び会社法第192条第1項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

 
  
 (注)当期間における取得自己株式には、平成18年11月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
  
 (注)当期間における保有自己株式には、平成18年11月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれておりません。 

【株式の種類等】
旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株
式の取得及び会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(-年-月-日)での決議状況 
(取得期間-年-月-日～-年-月-日)

＿ ＿

当事業年度前における取得自己株式 ＿ ＿

当事業年度における取得自己株式 5,471 17

残存決議株式の総数及び価額の総額 ＿ ＿

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ＿ ＿

当期間における取得自己株式 1,128 3

提出日現在の未行使割合(％) ＿ ＿

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

＿ ＿ ＿ ＿

消却の処分を行った取得自己株式 ＿ ＿ ＿ ＿

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

＿ ＿ ＿ ＿

その他( ＿ ) ＿ ＿ ＿ ＿

保有自己株式数 35,058 ＿ 1,128 ＿



３ 【配当政策】 

 当社は、財務体質強化の観点から純資産の増加・充実を図りつつ、長期にわたり安定した配当の継続

を基本方針としております。 

 当事業年度の利益配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、1株当たり8円とし、中間

配当金(8円)と合わせて16円としております。 

内部留保については、企業体質強化と今後の事業展開を勘案して、企業価値向上に向けた設備投資等の資

金需要に活用し、業績の一層の向上に努めております。 

また、当社は会社法第454条第5項に規程する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

(注) １ 当事業年度に行なった剰余金配当の株主総会決議日 平成17年11月29日 

 ２ 当事業年度の中間配当に関する取締役会決議日   平成18年 4月14日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第1部におけるものであります。 

  

(2) 【最近6月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第1部におけるものであります。 

  

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 平成14年8月 平成15年8月 平成16年8月 平成17年8月 平成18年8月

最高(円) 2,410 2,435 3,150 2,915 4,120

最低(円) 1,532 1,740 1,910 2,240 2,675

月別 平成18年3月 4月 5月 6月 7月 8月

最高(円) 3,730 3,720 3,130 3,130 3,090 3,490

最低(円) 3,100 3,030 2,855 2,675 2,695 2,925



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役社長 代表取締役 小 島 孝 雄 昭和21年12月23日生

昭和45年 4月 株式会社イトーヨーカ堂入社

45 

平成 2年 1月 当社入社

平成 6年 5月 当社ホームセンター営業本部 

商品部長

平成 6年11月 当社取締役

平成 8年11月 当社常務取締役 

当社ホームセンター営業本部長

平成 9年11月 当社代表取締役専務

平成11年 5月 当社代表取締役社長(現任)

取締役 専務取締役 山 下 視希夫 昭和29年 2月 8日生

昭和51年 3月 当社入社

―

昭和57年 3月 当社鶴見店(現横浜店)長

平成 8年 5月 当社家具商品部課長

平成11年 4月 当社家具第一営業部長

平成12年 6月 当社家具営業本部長

平成13年11月 当社取締役家具営業本部長

平成14年 4月 当社取締役新規事業部長

平成17年 9月 株式会社島忠ホ－ムズ代表取締役

（現任）

取締役 営業企画部長 旗 手 恵 子 昭和26年 1月 4日生

昭和50年 7月 当社入社

2 

平成12年11月 当社人事部シニアプランナー

平成12年12月 当社家具営業部シニアプランナー

平成13年 7月 当社営業推進室長

平成13年11月 当社取締役営業推進室長

平成14年 3月 当社取締役ホームセンター営業本

部長

平成16年 5月 当社取締役ホームセンター事業部

企画部長

平成17年 9月 当社取締役営業企画部長(現任)

取締役 総務部長 出 村 敏 文 昭和32年 1月28日生

昭和54年 3月 当社入社

―

平成10年 5月 当社経理課長

平成11年 5月 当社経理部副部長

平成11年 8月 当社総務部副部長

平成12年10月 当社総務部長

平成13年11月 当社取締役総務部長(現任)

取締役 家具事業部長 高 田 治 人 昭和37年 2月27日生

昭和59年 2月 当社入社

―

平成12年 2月 当社大宮本店長

平成13年 2月 当社家具商品部長

平成14年11月 ㈱島忠ホームズ入社

平成17年 9月 同社取締役葛西店長

平成18年 8月 同社取締役家具事業部長(現任)

常勤監査役 武 井 正 之 昭和21年12月22日生

昭和42年 7月 天野屋株式会社入社

―

昭和43年 9月 当社入社

昭和62年11月 当社家具営業本部横浜店長

平成 8年11月 当社取締役

平成11年 5月 当社家具営業本部長

平成12年 6月 当社監査室長

平成13年11月 当社常勤監査役(現任)



 
  

(注) 監査役中山猛夫氏・同田島康嗣氏の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当グル－プは法令に基づく企業理念を重要視すると共に社会環境・経済環境の変化に的確に対応した迅速な経営意思

の決定と、経営の健全性の向上を図ることが重要と考えております。 

  
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

(1) 社外監査役の選任の状況 

当社は監査役制度を採用しており、監査役4名のうち社外監査役は、2名であります。当社と社外監査役の間には

人的関係、資本関係又は取引関係その他利害関係はありません。 

  
(2) 業務執行・監督の仕組み 

定例及び臨時の取締役会の他、経営会議等の組織を設け迅速な業務執行を行なっております。 

各取締役において当該業務執行を監督するほか、社外監査役を含む監査役により適宜適切な監査が行なわれてお

ります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株）

監査役 中 山 猛 夫 昭和 4年10月 9日生

昭和23年 3月 松本税務署採用

―
昭和62年 7月 川口税務署特別国税調査官

昭和63年 8月 税理士登録

平成 3年11月 当社監査役(現任)

監査役 平 田   寛 昭和11年 1月 3日生

昭和33年 4月 株式会社東急百貨店入社

1

平成 2年 5月 永埼東急百貨有限公司副董事長

平成 7年 8月 当社入社

平成 7年12月 当社社長室長

平成10年11月 当社取締役

平成13年11月 当社監査役(現任)

監査役 田 島 康 嗣 昭和30年 8月26日生

昭和59年 3月 税理士登録

3昭和60年11月 田島康嗣税理士事務所長(現任)

平成14年11月 当社監査役(現任)

計 52



当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次のとおりであります。 

 

  
(3) 内部統制の仕組み 

内部監査室（10名）を設け、店舗及び各部署を定期的に巡回し内部監査を行い、その監査結果に基づき業務の効

率化、マニュアルの改善、関係部署を通じての改善事項の指導を行っております。また、改善状況を確認し経営

者へ報告、さらに監査役との連携をとりながら内部監査を行っております。 

  
(4) 弁護士・会計監査人等その他の第三者の状況 

複数の弁護士事務所と顧問契約を締結し、法律上の判断が必要な時、適宜、適切なアドバイスを受けておりま

す。 

また、会計監査人であるあずさ監査法人とは会社法監査と証券取引法監査について、監査契約を締結し、経営情

報を提供し、公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備しております。それに基づき報酬を次のとおり支

払っております。 

なお、当期において業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

 ・業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定社員  業務執行社員  佐渡 一雄 

   指定社員  業務執行社員  福田 厚 

   指定社員  業務執行社員  森田 亨 

 ・会計監査業務に係わる補助者の構成 

   公認会計士  5名、  会計士補  5名、  その他  1名 

  

  
① 当グループが会計監査人に支払うべき報酬等の合計額   10百万円

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法(昭和23年法律第

103号)第2条第１項の業務(監査証明業務)の対価として

当グループが会計監査人に支払うべき報酬等の合計額

  10百万円

③ 上記②の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき
  10百万円



 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区

分しておらず、実質的にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

  
(5) 役員報酬の内容 

   取締役に支払った役員報酬       138百万円 

   監査役に支払った監査役報酬       9百万円 

  

(6) 会社とコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近1年間における実施状況 

平成18年8月期は取締役会を20回、経営会議は毎週1回開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を

決定するとともに、業務執行状況を監督しております。ＩＲの一環として直近では平成18年8月期決算及び決算

説明会を開催いたしました。  

今後も引き続き、企業経営の適法性、効率化、リスク回避を実現できるコ－ポレ－ト・ガバナンスを確立してまい

ります。 

会計監査人としての報酬等の額



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5

号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  また、前連結会計年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

ただし、当連結会計年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、「財務諸表の監査証明に関

する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年4月26日 内閣府令第56号)附則第2項により改正

前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第5号）附則

第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

また、前事業年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、当事業年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)は、「財務諸表の監査証明に関する

内閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年4月26日 内閣府令第56号)附則第2項により改正前の

財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日

まで)及び前事業年度(平成16年9月1日から平成17年8月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年9月1日

から平成18年8月31日まで)及び当事業年度(平成17年9月1日から平成18年8月31日まで)の連結財務諸表及

び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年8月31日)

当連結会計年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〈資産の部〉

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 15,119 15,197

 ２ 受取手形及び売掛金 2,632 2,946

 ３ 有価証券 35,623 49,290

 ４ たな卸資産 15,176 14,889

 ５ 繰延税金資産 452 431

 ６ その他 2,649 2,150

   貸倒引当金 △1 △1

   流動資産合計 71,651 41.6 84,903 46.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 30,241 30,436

  (2) 土地 43,638 38,747

  (3) 建設仮勘定 73 2,112

  (4) その他 ※１ 563 507

   有形固定資産合計 74,517 43.3 71,803 39.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 1,538 1,538

  (2) その他 182 305

   無形固定資産合計 1,720 1.0 1,843 1.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,003 1,379

  (2) 長期貸付金 4,866 4,430

  (3) 長期差入保証金 13,127 12,813

  (4) 繰延税金資産 216 0

  (5) その他 5,225 5,340

    貸倒引当金 △208 △208

   投資その他の資産合計 24,230 14.1 23,755 13.0

   固定資産合計 100,469 58.4 97,403 53.4

   資産合計 172,121 100.0 182,306 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年8月31日)

当連結会計年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〈負債の部〉

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 22,649 22,172

 ２ 未払金 993 2,090

 ３ 未払法人税等 2,687 4,084

 ４ 前受金 1,067 1,131

 ５ 賞与引当金 361 464

 ６ その他 1,695 1,176

   流動負債合計 29,453 17.1 31,120 17.1

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ー 9

 ２ 退職給付引当金 181 116

 ３ その他 188 352

   固定負債合計 370 0.2 478 0.2

   負債合計 29,824 17.3 31,598 17.3

〈少数株主持分〉

  少数株主持分 ― ― ― ―

〈資本の部〉

Ⅰ 資本金 ※２ 16,533 9.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 19,344 11.2 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 106,228 61.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 258 0.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※３ △68 △0.0 ― ―

   資本合計 142,296 82.7 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

172,121 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成17年8月31日)

当連結会計年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〈純資産の部〉

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 16,533 9.1

 ２ 資本剰余金 ― 19,344 10.6

 ３ 利益剰余金 ― 114,382 62.7

 ４ 自己株式 ― △85 △0.0

   株主資本合計 ― 150,175 82.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 533 0.3

   評価・換算差額等合計 ― 533 0.3

   純資産合計 ― 150,708 82.7

   負債純資産合計 ― 182,306 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日   
 至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年 9月 1日   
 至 平成18年 8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 125,417 100.0 132,304 100.0

Ⅱ 売上原価 84,911 67.7 90,295 68.2

   売上総利益 40,505 32.3 42,008 31.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 29,524 23.5 31,620 23.9

   営業利益 10,981 8.8 10,387 7.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 288 523

 ２ 受取配当金 5 7

 ３ 金銭の信託償還益 72 ＿

 ４ 有価証券売却益 10 ＿

 ５ 有価証券償還益 338 ＿

 ６ 為替差益 212 858

 ７ 受取賃貸料 243 295

 ８ 受取手数料 205 198

 ９ その他の営業外収益 674 2,052 1.6 730 2,614 1.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払賃借料 265 206

 ２ その他の営業外費用 97 362 0.3 92 299 0.2

   経常利益 12,671 10.1 12,703 9.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 0 0.0 2,879 2,879 2.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※３ 548 1

 ２ 減損損失 ※４ ― 156

 ３ 貸倒損失 38 587 0.5 ＿ 158 0.1

   税金等調整前 
   当期純利益

12,085 9.6 15,424 11.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,991 6,342

   法人税等調整額 9 5,001 4.0 61 6,404 4.9

   当期純利益 7,083 5.6 9,020 6.8



③ 【連結剰余金計算書】 
    

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日  
 至 平成17年 8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 19,344

Ⅱ 資本剰余金増加高 ― ―

Ⅲ 資本剰余金減少高 ― ―

Ⅳ 資本剰余金期末残高 19,344

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 99,879

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 7,083 7,083

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 734 734

Ⅳ 利益剰余金期末残高 106,228



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 106,228 △68 142,038

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △865 △865

 当期純利益 9,020 9,020

 自己株式の取得 △17 △17

株主資本以外の項目の連結会計年

度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
― ― 8,154 △17 8,137

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 114,382 △85 150,175

項目 その他有価証券評価差額金

平成17年8月31日残高(百万円) 258

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当

 当期純利益

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
274

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円)
274

平成18年8月31日残高(百万円) 533



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日  
 至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年 9月 1日  
 至 平成18年 8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 12,085 15,424

 ２ 減価償却費 1,940 2,526

 ３ 減損損失 ＿ 156

 ４ 貸倒引当金の増加額(△は減少額) 0 0

 ５ 賞与引当金の増加額(△は減少額) 92 102

 ６ 退職給付引当金の増加額(△は減少額) △2 △65

 ７ 受取利息及び受取配当金 △294 △530

 ８ 支払利息 0 0

 ９ 金銭の信託償還益 △72 ―

 10 有価証券売却益・償還益 △348 ―

 11 為替差損（△は差益） △212 △858

 12 固定資産売却益 △0 △2,879

 13 固定資産処分損 548 1

 14 貸倒損失 38 ＿

 15 売上債権の減少額(△は増加額) △313 △313

 16 たな卸資産の減少額(△は増加額) △3,625 286

 17 仕入債務の増加額(△は減少額) 4,123 △367

 18 未払金の増加額(△は減少額) 131 1,100

 19 前受金の増加額(△は減少額) 165 64

 20 その他 589 1,055

    小計 14,844 15,703

 21 利息及び配当金の受取額 297 570

 22 利息の支払額 △0 △0

 23 法人税等の支払額 △4,306 △4,860

   営業活動によるキャッシュ・フロー 10,834 11,413



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日  
 至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年 9月 1日  
 至 平成18年 8月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 特定金銭信託の償還による収入 7,661 ―

 ２ 有価証券の取得による支出 △15,045 △8,445

 ３ 有価証券の売却又は償還による収入 8,705 9,668

 ４ 有形固定資産の取得による支出 △17,904 △4,885

 ５ 有形固定資産の売却による収入 1,386 7,179

 ６ 無形固定資産の取得による支出 △107 △217

 ７ 長期差入保証金の預入れによる支出 △34 △287

 ８ 長期差入保証金の返還による収入 417 103

 ９ 保険積立基金の預入れによる支出 ＿ △379

 10 保険積立基金の満期償還による収入 ＿ 346

 11 貸付による支出 △23 ―

 12 貸付金の回収による収入 281 435

 13 その他 △180 △52

   投資活動によるキャッシュ・フロー △14,843 3,465

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 配当金の支払額 △732 △864

 ２ 自己株式の取得による支出 △14 △17

 ３ 割賦債務の支払額 △2 △2

   財務活動によるキャッシュ・フロー △750 △884

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 206 858

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少額) △4,552 14,853

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 48,179 43,627

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 43,627 58,481



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前連結会計年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  3社 (1) 連結子会社の数  3社
(2) 連結子会社名称 
   株式会社 関西島忠 
   株式会社 島忠ホームズ 
   株式会社 関東島忠 
上記のうち、株式会社関東島忠につい
ては、当連結会計年度において新たに
設立したため連結の範囲に含めており
ます。

(2) 連結子会社名称 
   株式会社 関西島忠 
   株式会社 島忠ホームズ 
   株式会社 関東島忠

(3) 非連結子会社の数 
   該当事項はありません。

(3) 非連結子会社の数 
     同左

(4) 非連結子会社名称 
   該当事項はありません。

(4) 非連結子会社名称 
     同左

２ 持分法の適用に関する事
項

(1) 持分法適用の非連結子会社数
   該当事項はありません。
(2) 持分法適用の関連会社数
   該当事項はありません。
(3) 持分法を適用していない非連結子
会社

   該当事項はありません。

(1) 持分法適用の非連結子会社数
     同左
(2) 持分法適用の関連会社数
     同左
(3) 持分法を適用していない非連結子
会社

     同左
３ 連結子会社の事業年度等
に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決
算日と一致しております。

     同左

４ 会計処理基準に関する事
項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

 ①たな卸資産
商品…売価還元法による原価法
によっております。

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法

 ①たな卸資産
  同左

 ②有価証券
  満期保有目的の債券
   償却原価法
  その他有価証券
   時価のあるもの
    期末決算日の市場価格等に基

づく時価法
    (評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

   時価のないもの
    移動平均法による原価法

 ②有価証券
     
     
  その他有価証券
   時価のあるもの
    期末決算日の市場価格等に基

づく時価法
    (評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

   時価のないもの
     同左

 ③運用目的の金銭の信託 時価法       ―
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

 ①有形固定資産
   定率法(ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物(建物附
属設備を除く)については定額
法)を採用しております。

   なお、主要な減価償却資産の耐
用年数は次のとおりでありま
す。

   建物及び構築物 3年～50年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法

 ①有形固定資産
     同左

 ②無形固定資産
   定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用可
能期間(5年)に基づく定額法を
採用しております。

 ②無形固定資産
     同左

 



項目
前連結会計年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準
 ①貸倒引当金
   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能
見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
    同左

 ②賞与引当金
   従業員の賞与支給に備えるため

将来の支給見込額のうち当連結
会計年度の負担額を計上してお
ります。

②賞与引当金
    同左

(追加情報)
当連結会計年度より、給与規程の改訂
により賞与の支給対象期間及び支給時
期を変更しております。 
支給対象期間は従来の11月21日から5月
20日までを9月1日から2月28日までに、
5月21日から11月20日までを3月1日から
8月31日までに、支給時期は従来の6月
と12月を4月と10月に変更しておりま
す。この変更により賞与引当金繰入額
が205百万円増加し、営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益が205百
万円各々減少しております。

 ③退職給付引当金
   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当連結会計年度
末において発生していると認め
られる額を計上しております。

    また、数理計算上の差異は、
その発生時の翌連結会計年度に
おいて、一括処理することとし
ております。

③退職給付引当金
    同左

(4) 重要なリース取引の処理方法
   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ております。

(4) 重要なリース取引の処理方法
    同左

(5) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

 ①消費税等の会計処理
   税抜方式によっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項
①消費税等の会計処理
    同左

５ 連結子会社の資産及び負
債の評価に関する事項

全面時価評価法によっております。     同左

６ 連結調整勘定の償却に関
する事項

該当事項はありません。     同左

７ 利益処分項目等の取扱に
関する事項

連結会計年度中に確定した利益処分に
基づいております。

    ―

８ 連結キャッシュ・フロー
計算書における資金の範
囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ
る資金(現金及び現金同等物)は、手許
現金、随時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から3ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

    同左



  

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

 
(表示方法の変更) 

   該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

  

 
  

  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(固定資産の減損に係る会計基準)
当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会平成14年8月9日))及び「固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用
指針第6号平成15年10月31日）を適用しております。こ
れにより税金等調整前当期純利益は156百万円減少して
おります。なお、減損損失累計額については、当該各資
産の金額から直接控除しております。

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月9
日企業会計基準第5号)及び「貸借対照表に純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委
員会 平成17年12月9日企業会計基準適用指針第8号)を
適用しております。従来の「資本の部」の合計に相当す
る金額は1,507億8百万円であります。なお、財務諸表等
規則の改正により、当連結会計年度における貸借対照表
の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則によ
り作成しております。

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

（外形標準課税）

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課 

 税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱 

 い」（企業会計基準委員会（平成16年2月13日））が公

 表されたことに伴い、当連結会計年度から同実務対応 

 報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割169

 百万円を販売費及び一般管理費として処理しておりま 

 す。

    ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

           

前連結会計年度
(平成17年8月31日)

当連結会計年度
(平成18年8月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 12,317百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 14,836百万円

※２ 発行済株式総数

     普通株式 51,389,104株
 

    ＿＿＿＿＿＿＿＿

※３ 自己株式の保有数

     普通株式 29,587株
 

    ＿＿＿＿＿＿＿＿



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 給与手当 9,735百万円

 賞与引当金繰入額 361百万円

 退職給付費用 68百万円

 法定福利費 1,141百万円

 広告宣伝費 897百万円

 水道光熱費 1,273百万円

 賃借料 5,523百万円

 減価償却費 1,938百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 給与手当 10,093百万円

 賞与引当金繰入額 464百万円

 退職給付費用 71百万円

 法定福利費 1,187百万円

 広告宣伝費 692百万円

 水道光熱費 1,533百万円

 賃借料 5,905百万円

 減価償却費 2,526百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳

有形固定資産「その他（車両運搬

具)」
0百万円

※２ 固定資産売却益の内訳
土地 2,879百万円

 

※３ 固定資産処分損の内訳

 土地(売却損) 515百万円

 建物及び構築物(除却損) 29百万円

 有形固定資産「その他」(除却損) 3百万円

 計 548百万円

※３ 固定資産処分損の内訳

 

 建物及び構築物(除却損) 1百万円

 有形固定資産「その他」(除却損) 0百万円

 計 1百万円

※４   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※４ 減損会計
当連結会計年度において 
 当グループは以下の資産について減損損失を計上しま
した。 
   主な用途  種類    場所 
①遊休資産   建物・土地  埼玉県さいたま市他 
②賃貸不動産  土地     埼玉県久喜市 
 当グループは原則として店舗については店舗を基準単
位として、遊休資産及び賃貸不動産については個々の資
産を基礎としてグルーピングし、減損損失の検討を行い
ました。その結果、近年の継続的な地価の下落や賃料水
準の低迷等により時価または将来キャッシュ・フローが
下回ることとなった資産について帳簿価額を回収可能価
額まで減額し、当該減少額を減損損失(156百万円)とし
て特別損失に計上しました。 
その内訳は建物4百万円、土地152百万円であります。な
お、当グループの回収可能額は正味売却価額により測定
しており、正味売却価額は主として固定資産税評価額を
合理的に調整して算出した額を使用しております。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 
  

 
  

２ 自己株式に関する事項 
  

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加    5,471株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

      該当事項はありません。 
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
  

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)
 

51,389,104
－ － 51,389,104

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,587 5,471 － 35,058

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成17年11月29日 
定時株主総会

普通株式 454 8.85 平成17年8月31日 平成17年11月30日

平成18年4月14日 
取締役会

普通株式 410 8 平成18年2月28日 平成18年5月24日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 410 8 平成18年8月31日 平成18年11月30日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,119百万円

マネー・マネジメント・ファンド 
(有価証券)

9,991百万円

コマーシャル・ペーパー 
(有価証券)

17,294百万円

預け金(流動資産その他) 1,222百万円

現金及び現金同等物 43,627百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,197百万円

マネー・マネジメント・ファンド
(有価証券)

11,067百万円

コマーシャル・ペーパー
(有価証券)

30,958百万円

預け金(流動資産その他) 1,257百万円

現金及び現金同等物 58,481百万円

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

科目

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

器具備品 2,036 856 1,180

ソフトウェア 391 115 275

合計 2,427 971 1,456

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

科目

取得価額 

相当額 

(百万円)

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末残高 

相当額 

(百万円)

有形固定資産
(その他)

3,379 1,370 2,009

無形固定資産
(その他)

389 176 213

合計 3,769 1,546 2,223

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 427百万円

1年超 1,029百万円

 合計 1,456百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 690百万円

1年超 1,525百万円

 合計 2,216百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 398百万円

減価償却費相当額 398百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 651百万円

減価償却費相当額 651百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

    同左



(有価証券関係) 

有価証券 

前連結会計年度(平成17年8月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年8月31日) 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なうこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年8月31日) 

  

 
  

３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年8月31日) 

  

 
  

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株式 540 970 429

その他 3,334 3,339 4

小計 3,875 4,309 434

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株式 1 0 △0

小計 1 0 △0

合計 3,876 4,310 434

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 28

 マネー・マネジメント・ファンド 9,991

 コマーシャル・ペーパー 22,293

1年以内 
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 社債 ― ― ― ―

その他 22,300 ― ― ―

合計 22,300 ― ― ―



４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

   

 
  

当連結会計年度(平成18年8月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年8月31日) 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い、30～50％程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

なうこととしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年8月31日) 

  

 
  

       区  分

売却額（百万円）                      33

売却益の合計額（百万円）                      10

売却損の合計額（百万円）                      ―

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

株式 541 1,350 808

その他 6,178 6,263 85

小計 6,720 7,614 894

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 6,720 7,614 894

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 29

 非上場債券 1,000

 マネー・マネジメント・ファンド 11,067

 コマーシャル・ペーパー 30,958



３ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年8月31日) 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

1年以内 
(百万円)

1年超5年以内
(百万円)

5年超10年以内
(百万円)

10年超 
(百万円)

債券

 社債 1,000 ― ― ―

その他 31,000 ― ― ―

合計 32,000 ― ― ―



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、連結子会社は退職金制度はありません。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年8月31日) 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

５ 複数事業主制度による企業年金にかかる年金資産の当社分(掛金拠出割合による) 

 
  

１ 退職給付債務 △796百万円

２ 年金資産 608百万円

３ 未積立退職給付債務 △188百万円

４ 未認識数理計算上の差異 6百万円

５ 連結貸借対照表計上純額 △181百万円

６ 前払年金費用 ―百万円

７ 退職給付引当金 △181百万円

１ 勤務費用 75百万円

２ 利息費用 16百万円

３ 期待運用収益 △16百万円

４ 数理計算上の差異の費用処理額 △6百万円

５ 退職給付費用 68百万円

１ 割引率     2.0％

２ 期待運用収益率     2.5％

３ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

４ 数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度一括処理

3,390百万円



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、連結子会社は退職金制度はありません。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年8月31日) 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
  

５ 複数事業主制度による企業年金にかかる年金資産の当社分(掛金拠出割合による) 

 
  

１ 退職給付債務 △894百万円

２ 年金資産 635百万円

３ 未積立退職給付債務 △258百万円

４ 未認識数理計算上の差異 141百万円

５ 連結貸借対照表計上純額 △116百万円

６ 前払年金費用 ―百万円

７ 退職給付引当金 △116百万円

１ 勤務費用 61百万円

２ 利息費用 15百万円

３ 期待運用収益 △12百万円

４ 数理計算上の差異の費用処理額 6百万円

５ 退職給付費用 71百万円

１ 割引率     2.0％

２ 期待運用収益率     2.0％

３ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

４ 数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度一括処理

3,173百万円



(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度
(平成17年8月31日)

当連結会計年度
(平成18年8月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動資産 繰延税金資産

 未払事業税 201百万円

 賞与引当金損金算入限度
 超過額

139百万円

 未払事業所税 65百万円

 その他 47百万円

小計 454百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 1百万円

計 452百万円

固定資産 繰延税金資産

 退職給付引当金超過額 73百万円

 投資有価証券評価損否認 121百万円

 子会社の繰越欠損金 104百万円

 その他 91百万円

 小計 390百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 

 

173百万円

 

計 216百万円

繰延税金資産純額 669百万円

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動資産 繰延税金資産

 未払事業税 310百万円

賞与引当金損金算入限度
超過額

190百万円

 未払事業所税 86百万円

 子会社の繰越欠損金 168百万円

 その他 51百万円

小計 806百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金

為替差益

34百万円

 340百万円

小計 375百万円

 計 431百万円

固定資産 繰延税金資産

 退職給付引当金超過額 47百万円

 投資有価証券評価損否認 121百万円

 子会社の繰越欠損金 103百万円

 減損損失 63百万円

 その他 87百万円

 小計 421百万円

評価性引当額 △104百万円

 合計 317百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 326百万円

計 △9百万円

繰延税金資産純額 422百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  連結財務諸表規則第15条の5第3項により注記を省略

しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

    同左



(ストックオプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

当社グループは、家具及びホームセンター用品の小売業を主たる業務とする単一事業でありま

す。 

従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

当社グループは、家具及びホームセンター用品の小売業を主たる業務とする単一事業でありま

す。 

従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はあ

りません。 

  

当連結会計年度(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

本邦以外の国または、地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はあ

りません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年9月1日 至平成17年8月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成17年9月1日 至平成18年8月31日) 

該当事項はありません。 

  

  



(1株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 1株当たり当期純利益 

  

 
  

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

1株当たり純資産額 2,770.60円 2,934.69円

1株当たり当期純利益 137.91円 175.63円

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額につきましては、潜在株式が

ないため、記載をしておりません。

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額につきましては、潜在株式が

ないため、記載をしておりません。

項目
前連結会計年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

当期純利益 7,083百万円 9,020百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 7,083百万円 9,020百万円

普通株式の期中平均株式数 51,362千株 51,356千株

前連結会計年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

当社は、出店規模の見直しに伴い、川崎市に所有する店

舗用地の一部につき土地売買契約を締結し、平成17年10

月31日に売買代金の決済及び当該不動産の引渡を完了い

たしました。 

（１）譲渡する相手会社の名称 

   株式会社長谷工コ－ポレ－ション 

（２）譲渡価額 

   8,000百万円 

（３）譲渡益の金額 

   2,849百万円

    _＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 
  

(注）１ 平均利率については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ その他の有利子負債（1年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後5年間の返済予定額は以下のとお

りであります。 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 前期末残高（百万円） 当期末残高（百万円） 平均利率（％） 返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

1年以内に返済予定の

長期借入金
― ― ― ―

長期借入金（1年以内

に返済予定のものを

除く）

― ― ― ―

その他の有利子負債 

割賦未払金 
9 6 1.3 平成21年

1年内返済割賦未払金 2 2 1.3 ―

計
12 9 ― ―

1年超2年以内   
（百万円）

2年超3年以内   
（百万円）

3年超4年以内   
（百万円）

4年超5年以内   
（百万円）

その他の有利子負債 2 2 0 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成17年8月31日)

当事業年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〈資産の部〉

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,972 12,520

 ２ 受取手形 174 111

 ３ 売掛金 1,490 1,722

 ４ 有価証券 35,623 49,290

 ５ 商品 8,914 8,599

 ６ 前払費用 505 486

 ７ 関係会社短期貸付金 2,667 1,089

 ８ 未収入金 833 369

 ９ 短期差入保証金 1 1

 10 預け金 700 753

 11 繰延税金資産 353 83

 12 その他 344 259

 13 貸倒引当金 △1 △1

   流動資産合計 62,580 38.5 75,285 43.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 38,679 40,956

    減価償却累計額 9,923 28,755 12,007 28,949

  (2) 構築物 2,656 2,819

    減価償却累計額 1,360 1,295 1,590 1,228

  (3) 車輌運搬具 21 17

    減価償却累計額 19 1 17 0

  (4) 器具備品 1,112 1,178

    減価償却累計額 825 287 906 271

  (5) 土地 43,638 38,747

  (6) 建設仮勘定 73 2,045

   有形固定資産合計 74,052 45.5 71,244 41.4

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 1,538 1,538

  (2) ソフトウェア 20 25

  (3) 施設利用権 101 104

  (4) 電話加入権 42 42

   無形固定資産合計 1,701 1.0 1,710 1.0

 



 

前事業年度
(平成17年8月31日)

当事業年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,001 1,376

  (2) 関係会社株式 300 300

  (3) 出資金 0 0

  (4) 長期貸付金 4,866 4,430

  (5) 長期前払費用 3 2

  (6) 長期差入保証金 13,093 12,711

  (7) 保険積立金 916 949

  (8) 賃貸用不動産 3,324 3,324

  (9) 繰延税金資産 109 ー

  (10) その他 978 1,026

  (11) 貸倒引当金 △208 △208

   投資その他の資産合計 24,384 15.0 23,913 13.9

   固定資産合計 100,138 61.5 96,867 56.3

   資産合計 162,718 100.0 172,152 100.0

 



 
  

前事業年度
(平成17年8月31日)

当事業年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

〈負債の部〉

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 12,089 11,365

 ２ 買掛金 4,124 4,273

 ３ 未払金 398 1,354

 ４ 未払法人税等 2,603 3,701

 ５ 未払費用 452 465

 ６ 前受金 956 1,039

 ７ 預り金 23 27

 ８ 賞与引当金 211 283

 ９ 設備支払手形 58 213

 10 その他 805 129

   流動負債合計 21,723 13.3 22,852 13.3

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 ― 9

 ２ 退職給付引当金 181 116

 ３ その他 121 256

   固定負債合計 303 0.2 381 0.2

   負債合計 22,026 13.5 23,233 13.5

〈資本の部〉

Ⅰ 資本金 ※１ 16,533 10.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 19,344 ―

   資本剰余金合計 19,344 11.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,295 ―

 ２ 任意積立金

    別途積立金 96,500 ―

 ３ 当期未処分利益 6,829 ―

   利益剰余金合計 104,624 64.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 258 0.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２ △68 △0.0 ― ―

   資本合計 140,692 86.5 ― ―

   負債・資本合計 162,718 100.0 ― ―



 
  

  

前事業年度
(平成17年8月31日)

当事業年度 
(平成18年8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

<純資産の部>

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 16,533 9.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 19,344

    資本剰余金合計 ― 19,344 11.2

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 1,295

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 102,300

    繰越利益剰余金 ― 8,998

    利益剰余金合計 ― 112,593 65.4

 ４ 自己株式 ― △85 △0.0

   株主資本合計 ― 148,386 86.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― 532

   評価・換算差額等合計 ― 532 0.3

   純資産合計 ― 148,918 86.5

   負債純資産合計 ― 172,152 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日  
 至 平成17年 8月31日)

当事業年度 
(自 平成17年 9月 1日  
 至 平成18年 8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   売上高 88,114 100.0 83,824 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 8,615 8,914

 ２ 当期商品仕入高 59,810 56,584

合計 68,426 65,498

 ３ 他勘定振替高 ※１ △58 △57

 ４ 商品期末たな卸高 8,914 59,453 67.5 8,599 56,841 67.8

   売上総利益 28,661 32.5 26,982 32.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 運送費 1,309 1,196

 ２ 広告宣伝費 688 440

 ３ 販売促進費 11 9

 ４ 支払手数料 479 459

 ５ 役員報酬 75 59

 ６ 給料及び手当 6,266 5,937

 ７ 従業員賞与 352 303

 ８ 賞与引当金繰入額 211 283

 ９ 退職給付費用 68 71

 10 法定福利費 741 698

 11 厚生費 289 247

 12 採用費 29 31

 13 賃借料 3,812 3,722

 14 減価償却費 470 408

 15 修繕費 78 62

 16 租税課金 355 365

 17 保険料 15 15

 18 店舗管理費 274 253

 19 電算機費用 88 85

 20 水道光熱費 823 821

 21 通信費 116 107

 22 消耗品費 542 502

 23 交際費 2 1

 24 雑費 634 17,739 20.1 640 16,727 20.0

   営業利益 10,922 12.4 10,255 12.2

 



 
  

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日   
至 平成17年 8月31日)

当事業年度 
(自 平成17年 9月 1日   
至 平成18年 8月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 142 176

 ２ 有価証券利息 178 397

 ３ 受取配当金 5 7

 ４ 金銭の信託償還益 72 －

 ５ 有価証券売却益 10 －

 ６ 有価証券償還益 338 －

 ７ 仕入割引 1 1

 ８ 為替差益 212 858

 ９ 受取賃貸料 243 295

 10 受取手数料 154 146

 11 雑収入 376 1,736 2.0 370 2,253 2.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払賃借料 265 206

 ２ 子会社店舗関連費用 ※２ 279 －

 ３ 雑損失 65 610 0.7 48 254 0.3

   経常利益 12,048 13.7 12,254 14.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 0 0 0.0 2,879 2,879 3.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※４ 548 1

 ２ 減損損失 ※５ ー 156

 ３ 貸倒損失 38 586 0.7 － 158 0.2

   税引前当期純利益 11,462 13.0 14,975 17.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

4,767 5,937

   法人税等調整額 △41 4,725 5.4 202 6,140 7.3

   当期純利益 6,736 7.6 8,835 10.5

   前期繰越利益 459 ー

   中間配当額 367 ー

   当期未処分利益 6,829 －



③ 【利益処分計算書】 

 
  

前事業年度
株主総会承認年月日 
(平成17年11月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 6,829

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 454

 ２ 任意積立金

    別途積立金 5,800 6,254

Ⅲ 次期繰越利益 574



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 別途積立金

繰越利益剰余

金

平成17年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 96,500 6,829 △68 140,434

事業年度中の変動額

別途積立金の積立 5,800 △5,800 ―

剰余金の配当 △865 △865

当期純利益 8,835 8,835

自己株式の取得 △17 △17

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万
円)

― ― ― 5,800 2,169 △17 7,952

平成18年8月31日残高(百万円) 16,533 19,344 1,295 102,300 8,998 △85 148,386

その他有価証
券評価差額金

平成17年8月31日残高(百万円) 258

事業年度中の変動額

別途積立金の積立

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額(純額)

274

事業年度中の変動額合計(百万
円)

274

平成18年8月31日残高(百万円) 532



重要な会計方針 

  

 

項目
前事業年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

  償却原価法によっています。

(2) 子会社株式

  移動平均法による原価法によって

います。

(1) 子会社株式

     同左

(3) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)によ

っています。

  時価のないもの

   移動平均法による原価法によっ

ています。

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   期末決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)に

よっています。 

  時価のないもの

     同左

２ 運用目的の金銭の信託の

評価基準及び評価方法

 時価法によっています。     ＿＿＿＿＿＿＿

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品…売価還元法による原価法によっ

ています。

     同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法によっています。

  ただし、平成10年4月1日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法によっていま

す。

  なお、主要な減価償却資産の耐用

年数は次のとおりであります。

   建物    3年～50年

   構築物  10年～20年

   器具備品  2年～10年

(1) 有形固定資産

  同左

(2) 無形固定資産

  定額法によっています。

  ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(5年)に基づく定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

     同左

(3) 投資その他の資産(長期前払費用)

  定額法によっています。

(3) 投資その他の資産(長期前払費用)

     同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

     同左

 



項目
前事業年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月１日
至 平成18年 8月31日)

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しています。

(2) 賞与引当金

    同左

(追加情報)
当事業年度より、給与規程の改訂によ
り賞与の支給対象期間及び支給時期を
変更しております。支給対象期間は従
来の11月21日から5月20日までを9月1日
から2月28日までに、5月21日から11月
20日までを3月1日から8月31日までに、
支給時期は従来の6月と12月を4月と10
月に変更しております。この変更によ
り賞与引当金繰入額が125百万円増加
し、営業利益、経常利益及び税引前当
期純利益が各々125百万円減少しており
ます。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

  また、数理計算上の差異は、その

発生時の翌事業年度において、一

括処理することとしております。

(3) 退職給付引当金

     同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。

     同左

７ 消費税等の会計処理  税抜方式によっています。      同左



  

(会計処理方法の変更) 

 
(表示方法の変更) 

   該当事項はありません。 

  

  追加情報 

 
  

  

注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(固定資産の減損に係る会計基準)
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」(企業会計審議会 平成14年8月9日))及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適
用指針 第6号 平成15年10月31日)を適用しておりま
す。これにより税引前当期純利益は156百万円減少して
おります。なお、減損損失累計額については、当該各資
産の金額から直接控除しております。

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」(企業会計基準第5号平成17年12月9日)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の
適用指針」(企業会計基準適用指針第8号平成17年12月9
日)を適用しております。従来の資本の部合計に相当す
る金額は1,489億1千8百万円であります。なお、財務諸
表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表
の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則によ
り作成しております。

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

(外形標準課税) 
実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税
部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」
(企業会計基準委員会(平成16年2月13日))が公表された
ことに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、
法人事業税の付加価値割及び資本割169百万円を販売費
及び一般管理費として処理しております。

   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

前事業年度 
(平成17年8月31日)

当事業年度
(平成18年8月31日)

※１ 会社が発行する株式

     普通株式    178,781,799 株

   発行済株式総数

     普通株式     51,389,104 株

 

＿＿＿＿＿＿＿＿

※２ 自己株式の保有数 

     普通株式      29,587 株

＿＿＿＿＿＿＿＿

 ３ (配当制限)

商法施行規則第124条第3号に規定する金額は 

258百万円であります。

＿＿＿＿＿＿＿＿



(損益計算書関係) 

  

 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

 
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取りによる増加   5,471 株 

  

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

※１ 他勘定振替高の主なるものは、固定資産及び消耗

品費、店舗管理費への振替であります。

※１       同左

※２ 子会社店舗関連費用は主として子会社店舗の不

動産取得税であります。 

 

※２     ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

※３ 固定資産売却益の内訳

車輌運搬具 0百万円

※３ 固定資産売却益の内訳

土地 2,879百万円

※４ 固定資産処分損の内訳

土地(売却損) 515百万円

建物(除却損) 16百万円

構築物(除却損) 12百万円

車輌運搬具(除却損) 0百万円

器具備品(除却損) 3百万円

計 548百万円
 

※４ 固定資産処分損の内訳

建物(除却損) 1百万円

構築物(除却損) 0百万円

車輌運搬具(売却損) 0百万円

器具備品(除却損) 0百万円

計 1百万円

※５   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ※５ 減損損失
 当事業年度から当社は以下の資産について減損損失を
計上いたしました。 
 主な用途     種類     場所 
①遊休資産   建物・土地  埼玉県さいたま市他 
②賃貸不動産  土地     埼玉県久喜市 
 当社は原則として店舗については店舗を基本単位とし
て遊休資産及び賃貸不動産については個々の資産を基礎
としてグルーピングした減損損失の検討を行いました。
その結果、近年の継続的な地価の下落や賃料水準の低迷
等により、時価または将来キャッシュ・フローが帳簿価
額を下回ることとなった資産について帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少を減損損失(156百万円)と
して特別損失に計上しました。その内訳は建物4百万
円、土地152百万円であります。なお、当社の回収可能
価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額
は、主として固定資産税評価額を合理的に調整して算出
した額を使用しております。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 29,587 5,471 － 35,058



(リース取引関係) 

  

 

  

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

科目
取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 443 167 276

ソフトウェア 43 10 33

合計 487 177 309

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

科目
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

器具備品 439 211 227

ソフトウェア 51 20 30

合計 490 231 258

  なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 94百万円

1年超 215百万円

合計 309百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

 

② 未経過リース料期末残高相当額

1年内 98百万円

1年超 152百万円

合計 251百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産及び無形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 88百万円

減価償却費相当額 88百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 100百万円

減価償却費相当額 100百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

     同左



(有価証券関係) 

前事業年度及び、当事業年度に係る「子会社及び関連会社株式で時価のあるもの」については、該

当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年8月31日)

当事業年度
(平成18年8月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動資産 繰延税金資産

 未払事業税 199百万円

 賞与引当金損金算入
 限度超過額

85百万円

 未払事業所税 31百万円

 その他 39百万円

 小計 355百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 1百万円

計 353百万円

固定資産 繰延税金資産

 退職給付引当金超過額 73百万円

 投資有価証券評価損否認 121百万円

 その他 87百万円

 小計 282百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 173百万円

計 109百万円

繰延税金資産純額 462百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

流動資産 繰延税金資産

 未払事業税 276百万円

賞与引当金損金算入
 限度超過額

114百万円

 未払事業所税 31百万円

 その他 36百万円

 小計 458百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金
為替差益

34百万円
340百万円

小計 375百万円

 計 83百万円

固定資産 繰延税金資産

 退職給付引当金超過額 47百万円

 投資有価証券評価損否認
減損損失

121百万円
63百万円

 その他 85百万円

 小計 317百万円

繰延税金負債

 その他有価証券評価差額金 326百万円

計 △9百万円

繰延税金資産純額 74百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  財務諸表等規則第8条の12第3項により注記を省略し

ております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

     同左



(1株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

  1株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

1株当たり純資産額 2,739.36円 2,899.84円

1株当たり当期純利益 131.15円 172.03円

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額につきましては、潜在株式が

ないため、記載をしておりません。

潜在株式調整後1株当たり当期純利

益金額につきましては、潜在株式が

ないため、記載をしておりません。

項目
前事業年度

(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

当期純利益 6,736百万円 8,835百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 6,736百万円 8,835百万円

普通株式の期中平均株式数 51,362千株 51,356千株

前事業年度
(自 平成16年 9月 1日
至 平成17年 8月31日)

当事業年度
(自 平成17年 9月 1日
至 平成18年 8月31日)

当社は、出店規模の見直しに伴い、川崎市に所有する店

舗用地の一部につき土地売買契約を締結し、平成17年10

月31日に売買代金の決済及び当該不動産の引渡を完了い

たしました。 

（１）譲渡する相手会社の名称 

   株式会社長谷工コ－ポレ－ション 

（２）譲渡価額 

   8,000百万円 

（３）譲渡益の金額 

   2,849百万円

       ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
【債券】 

  

 
【その他】 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

(株)武蔵野銀行 67,663 468

(株)三井住友フィナンシャルグループ 227 300

(株)三菱UFJフィナンシャル・グループ 157 252

(株)みずほフィナンシャルグループ 218 206

日本信販(株) 50,000 38

そしあす証券(株) 16,000 28

三菱ＵＦＪ証券(株) 26,388 41

(株)ジャックス 25,000 32

ＳＢＩ証券(株) 126 5

日本電信電話(株) 2 1

その他 120 1

計 185,903 1,376

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額 
(百万円)

有価証券
その他有
価証券

日本テレコム 1,000百万円 1,000

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額 

(百万円)

有価証券
その他有価
証券

投資信託受益証券

野村證券ユーロ建
マネー・マネジメント・ファンド

4,523百万口 6,809

野村證券ドル建 
マネー・マネジメント・ファンド

3,629百万口 4,257

ドイチェマネープラス 0.3百万口 3,008

グローバルソブリン 2,602百万口 2,097

十二単衣 1,043百万口 1,157

コマーシャルペーパー 
  フォレスト・コーポレーション

9,500百万円 9,491

  楽天ＫＣ 9,000百万円 8,984

  オリエントコーポレーション 5,000百万円 4,992

  東京リース 3,000百万円 2,996

  ジャックス 2,000百万円 1,997

  セントラルファイナンス 2,000百万円 1,996

   アクセントファンディング 500百万円 499

計         ― 48,290



【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  建物        ホームズ堺浜店         2,076百万円 

建設仮勘定     新規出店による建物等の建築費及び保証金 

          ホームズ堺浜店         2,437百万円 

          ホームズ神戸西店        1,701百万円 

    ２ 期中の主な減少は次の通りであります。 

     土地        新規出店のための用地一部売却 

               神奈川県川崎市土地一部        5,100百万円 

３ ( )表示につきましては当期減少額のうち、減損損失分を表示しております。 

４ 無形固定資産の金額が資産の総額の1%以下であるため「前期末残高」「当期増加額」「当期減少額」の記載

を省略しております。 

  

【引当金明細表】 

 
(注)  貸倒引当金の当期減少額(その他)は洗替戻入額であります。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 38,679 2,284
7
(4)

40,956 12,007 2,085 28,949

 構築物 2,656 164 2 2,819 1,590 231 1,228

 車両運搬具 21 ― 3 17 17 0 0

 器具備品 1,112 66 0 1,178 906 81 271

 土地 43,638 360
5,252
(152)

38,747 ― ― 38,747

 建設仮勘定 73 4,535 2,563 2,045 ― ― 2,045

有形固定資産計 86,182 7,412
7,829
(156)

85,765 14,521 2,399 71,244

無形固定資産

 借地権 ― ― ― 1,538 ― ― 1,538

 ソフトウェア ― ― ― 54 29 8 25

 施設利用権 ― ― ― 156 51 22 104

 電話加入権 ― ― ― 42 ― ― 42

無形固定資産計 ― ― ― 1,791 81 31 1,710

長期前払費用 4 ― ― 4 2 0 2

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金
（注）

209 1 1 0 210

賞与引当金 211 283 211 ― 283



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

１ 流動資産 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) 受取手形 

  

 
  

(3) 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

内訳 金額(百万円)

現金 151

預金

当座預金 999

普通預金 11,369

小計 12,368

合計 12,520

相手先別内訳 金額(百万円) 期日別内訳 金額(百万円)

日本信販㈱ 46 1か月以内 40

㈱ライフ 35 2か月以内 49

㈱ジャックス 29 3か月以内 19

4か月以内 1

5か月以内 0

5か月超 0

計 111 計 111

相手先別内訳 金額(百万円)

三井住友カード㈱ 710

㈱クレディセゾン 244

㈱ジェーシービー 185

日本信販㈱ 161

その他のクレジット会社 396

一般顧客 24

計 1,722



(ロ)滞留状況 

  

 
(注) 上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(4) 商品 

  

 
  

２ 固定資産 

(1) 長期差入保証金 

  

 
  

前期繰越高
(百万円)

Ａ

当期発生高
(百万円)

Ｂ

当期回収高
(百万円)

Ｃ

期末残高
(百万円)

Ｄ

回収率
(％)
Ｃ

×100
Ａ＋Ｂ

滞留日数
(日)

(Ａ＋Ｄ)÷2
×月平均営業日数

Ｂ÷12

1,490 18,995 18,763 1,722 91.6 30.87

内訳 金額(百万円)

収納家具 489

リビング家具 582

ダイニング家具 499

ベッド 321

その他の家具 809

ＤＩＹ用品 2,038

家庭用品 1,572

インテリア用品 1,166

レジャー用品 1,120

合計 8,599

差入先別内訳 金額(百万円)

横浜マル大青果㈱ 1,621

宇佐美造林㈱ 1,182

㈱日本製鋼所 1,004

㈱ヤマキチ 890

東武鉄道㈱ 689

その他 7,323

計 12,711



３ 流動負債 

(1) 支払手形 

  

 
  

(2) 買掛金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

相手先別内訳 金額(百万円) 期日別内訳 金額(百万円)

㈱ジェムコ高崎 841 1か月以内 4,185

アイリスオーヤマ㈱ 425 2か月以内 3,599

中山福㈱ 363 3か月以内 3,580

和気産業㈱ 343

菊屋㈱ 337

その他 9,053

計 11,365 計 11,365

相手先別内訳 金額(百万円) 相手先別内訳 金額(百万円)

㈱ジェムコ高崎 251 中山福㈱ 115

中央物産㈱ 136 和気産業㈱ 106

アイリスオーヤマ㈱ 131 その他 3,531

計 4,273



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

決算期 8月31日

定時株主総会 11月中

基準日 8月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、その他100株未満の株式数を表示した 
株券

中間配当基準日 2月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番4号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目5番33号
  住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 1枚につき、100円に印紙税相当額を加算した額

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目4番4号
  住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目5番33号
  住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞

株主に対する特典

毎年8月31日現在1,000株以上所有の株主に対し、「お買物ご優待券」を次のとおり贈

呈いたします。

１ 贈呈基準  1,000株以上の株主を対象として一律に贈呈

         家具店…………………割引対象額10万円と5万円の優待券をそれ 

                   ぞれ10枚ずつ

         ホームセンター店……300円の割引券を40枚

２ 優待方法  家具店…………………1回のお買上金額3,000円以上優待券範囲

                   内において、10％の割引をいたします。

         ホームセンター店……１回のお買上金額3,000円以上につき、

                   3,000円毎に300円を割引いたします。

３ 有効期限  12月１日より翌年11月30日まで



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第46期(自 平成16年 9月 1日 至 平成17年 8月31日)平成17年11月30日関東財務局長に提

出 

  

(2) 半期報告書 

第47期中(自 平成17年 9月 1日 至 平成18年 2月28日)平成18年5月26日関東財務局長に提出 

  

  

該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年11月30日

株式会社島忠 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島忠の平成16年9月1日から平成17年8月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社島忠及び連結子会社の平成17年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、川崎市に所有する店舗用地の一部につき、株式会社長

谷工コーポレーションとの売買契約に従い、平成17年10月31日に土地の引渡しを完了し、2,849百万円の譲

渡益を計上している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
公認会計士   飯   田   輝   夫  ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   佐   渡   一   雄  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年11月30日

株式会社島忠 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 
  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島忠の平成17年9月1日から平成18年8月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社島忠及び連結子会社の平成18年8月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載の通り、会社は、当連結会計年度から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
公認会計士   佐   渡   一   雄  ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   福   田      厚   ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   森  田       亨   ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年11月30日

株式会社島忠 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島忠の平成16年9月1日から平成17年8月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社島忠の平成17年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、川崎市に所有する店舗用地の一部につき、株式会社長

谷工コーポレーションとの売買契約に従い、平成17年10月31日に土地の引渡しを完了し、2,849百万円の譲

渡益を計上している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

  

  

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
公認会計士   飯   田   輝   夫  ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   佐   渡   一   雄  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年11月30日

株式会社島忠 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

 
  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社島忠の平成17年9月1日から平成18年8月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社島忠の平成18年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 会計処理方法の変更に記載の通り、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
公認会計士   佐   渡   一   雄  ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   福   田       厚  ㊞

業務執行社員

指定社員 
公認会計士   森   田       亨  ㊞

業務執行社員

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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